
令和６年経済センサス－基礎調査（甲調査） 結果の概要  

 

 

はじめに 

    令和６年経済センサス‐基礎調査（甲調査）は、事業所及び企業の活動状況を調査し、我が国における

事業所及び企業の基本的構造を全国及び地域別に明らかにするとともに、事業所母集団データベースの整

備に資するために令和６年６月１日に実施された。 

 

概   況 

 

 

 

 

 

１ 産業〔産業大分類別〕 

民営事業所数は、「卸売業，小売業」が7,621事業所で最も多く、全体の25.0％を占め、次いで、「医療，

福祉」4,009事業所（構成比13.2％）、「建設業」3,532事業所（同11.6％）の順になっている。 

従業者数では、「医療，福祉」が 80,792 人で最も多く、全体の 19.6％を占め、次いで、「卸売業，小売

業」73,332人（構成比17.8％）、「製造業」55,211人（同13.4％）の順になっている。 

 

表－１　産業大分類別民営事業所数及び従業者数

実数 構成比(%) 実数 構成比(%)

A～R 全産業(S公務を除く) 30,479 100.0 412,206 100.0

A～B 農林漁業 52 0.2 617 0.1

C～R 非農林漁業(S公務を除く) 30,427 99.8 411,589 99.9

C 鉱業，採石業，砂利採取業 11 0.0 110 0.0

D 建設業 3,532 11.6 30,035 7.3

E 製造業 1,636 5.4 55,211 13.4

F 電気・ガス・熱供給・水道業 88 0.3 1,927 0.5

G 情報通信業 391 1.3 7,280 1.8

H 運輸業，郵便業 1,127 3.7 27,158 6.6

I 卸売業，小売業 7,621 25.0 73,332 17.8

J 金融業，保険業 654 2.1 8,749 2.1

K 不動産業，物品賃貸業 2,008 6.6 11,203 2.7

L 学術研究，専門・技術サービス業 1,538 5.0 11,770 2.9

M 宿泊業，飲食サービス業 2,731 9.0 31,388 7.6

N 生活関連サービス業，娯楽業 1,687 5.5 12,765 3.1

O 教育，学習支援業 756 2.5 13,110 3.2

P 医療，福祉 4,009 13.2 80,792 19.6

Q 複合サービス事業 182 0.6 2,214 0.5

R サービス業(他に分類されないもの) 2,456 8.1 44,545 10.8

第１次産業 52 0.2 617 0.1

第２次産業 5,179 17.0 85,356 20.7

第３次産業(S公務を除く) 25,248 82.8 326,233 79.1

事業所数 従業者数
産業大分類

  (再　掲)

 

 

 

民営事業所数は3万479事業所、従業者数は41万 2,206人となっており、 

１事業所当たりの従業者数は、13.5人となっている。 



民営事業所１事業所当たりの従業者数は、13.5人となっている。１事業所当たりの従業者数が多いのは、

「製造業」33.7人、「運輸業，郵便業」24.1人、「電気・ガス・熱供給・水道業」21.9人である。 

一方、１事業所当たりの従業者数が少ないのは、「不動産業，物品賃貸業」5.6人、「生活関連サービス 

業，娯楽業」7.6人、「学術研究，専門・技術サービス業」7.7人である。 

 

表－２　産業大分類別１事業所当たりの従業者数

A～R 全産業(S公務を除く) 13.5
A～B 農林漁業 11.9
C～R 非農林漁業(S公務を除く) 13.5
C 鉱業，採石業，砂利採取業 10.0
D 建設業 8.5
E 製造業 33.7
F 電気・ガス・熱供給・水道業 21.9
G 情報通信業 18.6
H 運輸業，郵便業 24.1
I 卸売業，小売業 9.6
J 金融業，保険業 13.4
K 不動産業，物品賃貸業 5.6
L 学術研究，専門・技術サービス業 7.7
M 宿泊業，飲食サービス業 11.5
N 生活関連サービス業，娯楽業 7.6
O 教育，学習支援業 17.3
P 医療，福祉 20.2
Q 複合サービス事業 12.2
R サービス業(他に分類されないもの) 18.1

産業大分類 １事業所当たりの従業者数

 
 

２ 経営組織 

民営事業所数を経営組織別にみると、個人（雇用者あり）が4,333事業所（構成比14.2％）、法人が25,964

事業所（同85.2％）、法人でない団体が182事業所（同0.6％）となっている。 

従業者数を経営組織別にみると、個人（雇用者あり）が20,066人（構成比4.9％）、法人が391,248人

（同94.9％）、法人でない団体が892人（同0.2％）となっている。 

 

表－３　経営組織別民営事業所数及び従業者数

経営組織 事業所数 構成比(%) 従業者数 構成比(%)

総数 30,479 100.0 412,206 100.0

　個人（雇用者あり） 4,333 14.2 20,066 4.9

　法人 25,964 85.2 391,248 94.9

　　会社 22,538 73.9 315,355 76.5

　　会社以外の法人 3,426 11.2 75,893 18.4

　法人でない団体 182 0.6 892 0.2
 

 

 

 

 

 

 



３ 従業者規模 

民営事業所数を従業者規模別にみると、１～４人規模が 13,799 事業所と最も多く、全体の 45.3％を占

めている。次いで、５～９人規模が6,269事業所（構成比20.6％）、10～19人規模が4,295事業所（同14.1％）

となっている。 

従業者数を従業者規模別にみると、10～19人規模が63,294人と最も多く、全体の15.4％を占め、次い

で300人以上規模55,913人（構成比13.6％）、30～49人規模50,146人（同12.2％）となっている。 

 

表－４　従業者規模別民営事業所数及び従業者数

従業者規模 事業所数 構成比（%） 従業者数 構成比（%）

総数 30,479 100.0 412,206 100.0

　0人 2,021 6.6 3,441 0.8

　1～4人 13,799 45.3 42,048 10.2

　5～9人 6,269 20.6 47,188 11.4

　10～19人 4,295 14.1 63,294 15.4

　20～29人 1,689 5.5 42,703 10.4

　30～49人 1,276 4.2 50,146 12.2

　50～99人 678 2.2 48,223 11.7

　100～199人 299 1.0 42,732 10.4

　200～299人 64 0.2 16,518 4.0

　300人以上 89 0.3 55,913 13.6
 

 

４ 区別の状況 

(1)  概況 

民営事業所数を区別にみると、小倉北区が9,095事業所（構成比29.8％）で最も多く、次いで八幡西

区が6,827事業所（同22.4％）と、この２区で過半数を占めている。 

従業者数でも、小倉北区が127,368 人（構成比30.9％）で最も多く、次いで八幡西区89,464 人（同

21.7％）と、この２区で過半数を占めている。 

 

表－５　区別民営事業所数及び従業者数

市・区 事業所数 構成比（%） 従業者数 構成比（%）

北九州市 30,479 100.0 412,206 100.0

門司区 2,812 9.2 35,225 8.5

若松区 2,697 8.8 36,302 8.8

戸畑区 1,868 6.1 33,465 8.1

小倉北区 9,095 29.8 127,368 30.9

小倉南区 5,034 16.5 59,825 14.5

八幡東区 2,146 7.0 30,557 7.4

八幡西区 6,827 22.4 89,464 21.7
 

 

 

 

 

 

 

 

 



(2)  産業 

民営事業所数を産業別にみると、「卸売業，小売業」が7,621事業所（構成比25.0％）と最も多く、 

次いで「医療，福祉」4,009事業所（同13.2％）、「建設業」3,532事業所（同11.6％）、「宿泊業，飲 

食サービス業」2,731事業所（同9.0％）、「サービス業(他に分類されないもの)」2,456事業所（同8.1％）、 

「不動産業，物品賃貸業」2,008事業所（同6.6％）となっている。 

また、各区の構成比を比較すると、次の特徴が見られる。 

   ○ 門司区は、「運輸業，郵便業」の割合が高く、「不動産業，物品賃貸業」の割合が低い。 

  ○ 若松区は、「製造業」の割合が高く、「卸売業，小売業」の割合が低い。 

  ○ 戸畑区は、「製造業」の割合が高く、「生活関連サービス業，娯楽業」の割合が低い。 

  ○ 小倉北区は、「卸売業，小売業」の割合が高く、「建設業」の割合が低い。 

  ○ 小倉南区は、「建設業」の割合が高く、「宿泊業，飲食サービス業」の割合が低い。 

  ○ 八幡東区は、「サービス業(他に分類されないもの)」の割合が高く、「運輸業，郵便業」の割合が低 

い。 

  ○ 八幡西区は、「生活関連サービス業，娯楽業」の割合が高く、「サービス業（他に分類されないもの）」 

の割合が低い。 

 

表－６　産業大分類，区別民営事業所数

北九州市 門司区 若松区 戸畑区 小倉北区 小倉南区 八幡東区 八幡西区

実数

A～R 全産業(S公務を除く) 30,479 2,812 2,697 1,868 9,095 5,034 2,146 6,827
A～B 農林漁業 52 2 15 4 4 18 2 7
C～R 非農林漁業(S公務を除く) 30,427 2,810 2,682 1,864 9,091 5,016 2,144 6,820
C 鉱業，採石業，砂利採取業 11 1 - 3 1 5 - 1
D 建設業 3,532 295 300 221 703 783 241 989
E 製造業 1,636 190 345 124 296 222 103 356
F 電気・ガス・熱供給・水道業 88 6 18 5 31 10 4 14
G 情報通信業 391 13 17 36 194 41 23 67
H 運輸業，郵便業 1,127 345 159 62 286 113 37 125
I 卸売業，小売業 7,621 657 566 445 2,480 1,319 580 1,574
J 金融業，保険業 654 38 37 29 308 65 46 131
K 不動産業，物品賃貸業 2,008 115 128 124 703 327 130 481
L 学術研究，専門・技術サービス業 1,538 96 123 96 574 191 117 341
M 宿泊業，飲食サービス業 2,731 237 200 147 993 359 159 636
N 生活関連サービス業，娯楽業 1,687 134 128 81 535 293 112 404
O 教育，学習支援業 756 46 64 45 233 140 51 177
P 医療，福祉 4,009 355 338 261 924 782 306 1,043
Q 複合サービス事業 182 26 21 14 37 28 18 38
R サービス業(他に分類されないもの) 2,456 256 238 171 793 338 217 443

構成比(%)

A～R 全産業(S公務を除く) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

A～B 農林漁業 0.2 0.1 0.6 0.2 0.0 0.4 0.1 0.1

C～R 非農林漁業(S公務を除く) 99.8 99.9 99.4 99.8 100.0 99.6 99.9 99.9
C 鉱業，採石業，砂利採取業 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0

D 建設業 11.6 10.5 11.1 11.8 7.7 15.6 11.2 14.5

E 製造業 5.4 6.8 12.8 6.6 3.3 4.4 4.8 5.2

F 電気・ガス・熱供給・水道業 0.3 0.2 0.7 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2
G 情報通信業 1.3 0.5 0.6 1.9 2.1 0.8 1.1 1.0

H 運輸業，郵便業 3.7 12.3 5.9 3.3 3.1 2.2 1.7 1.8

I 卸売業，小売業 25.0 23.4 21.0 23.8 27.3 26.2 27.0 23.1

J 金融業，保険業 2.1 1.4 1.4 1.6 3.4 1.3 2.1 1.9
K 不動産業，物品賃貸業 6.6 4.1 4.7 6.6 7.7 6.5 6.1 7.0

L 学術研究，専門・技術サービス業 5.0 3.4 4.6 5.1 6.3 3.8 5.5 5.0

M 宿泊業，飲食サービス業 9.0 8.4 7.4 7.9 10.9 7.1 7.4 9.3

N 生活関連サービス業，娯楽業 5.5 4.8 4.7 4.3 5.9 5.8 5.2 5.9

O 教育，学習支援業 2.5 1.6 2.4 2.4 2.6 2.8 2.4 2.6
P 医療，福祉 13.2 12.6 12.5 14.0 10.2 15.5 14.3 15.3
Q 複合サービス事業 0.6 0.9 0.8 0.7 0.4 0.6 0.8 0.6

R サービス業(他に分類されないもの) 8.1 9.1 8.8 9.2 8.7 6.7 10.1 6.5

産業大分類
事業所数

 
 

 

 

 

 



(3) 従業者数 

民営事業所の従業者数を産業別にみると、「医療，福祉」80,792人（構成比19.6％）、「卸売業，小売

業」73,332人（同17.8％）、「製造業」55,211人（同13.4％）で全体の約半分を占めている。 

次いで、「サービス業（他に分類されないもの）」44,545人（同10.8％）、「宿泊業，飲食サービス業」

31,388人（同7.6％）、「建設業」30,035人（同7.3％）となっている。 

また、各区の構成比を比較すると、次の特徴が見られる。 

   ○ 門司区は、「運輸業，郵便業」の割合が高く、「情報通信業」の割合が低い。 

   ○ 若松区は、「製造業」の割合が高く、「サービス業（他に分類されないもの）」の割合が低い。 

   ○ 戸畑区は、「建設業」の割合が高く、「卸売業，小売業」の割合が低い。 

   ○ 小倉北区は、「サービス業（他に分類されないもの）」の割合が高く、「製造業」の割合が低い。 

   ○  小倉南区は、「卸売業，小売業」の割合が高く、｢電気・ガス・熱供給・水道業｣の割合が低い。 

○ 八幡東区は、「医療，福祉」の割合が高く、「運輸業，郵便業」の割合が低い。 

   ○ 八幡西区は、「教育，学習支援業」の割合が高く、「運輸業，郵便業」の割合が低い。 

 

表－７　産業大分類，区別従業者数

北九州市 門司区 若松区 戸畑区 小倉北区 小倉南区 八幡東区 八幡西区
実数
A～R 全産業(S公務を除く) 412,206 35,225 36,302 33,465 127,368 59,825 30,557 89,464
A～B 農林漁業 617 11 377 16 16 155 4 38
C～R 非農林漁業(S公務を除く) 411,589 35,214 35,925 33,449 127,352 59,670 30,553 89,426
C 鉱業，採石業，砂利採取業 110 9 - 13 13 68 - 7
D 建設業 30,035 2,314 2,793 3,751 6,342 5,102 2,060 7,673
E 製造業 55,211 4,782 10,003 7,865 8,067 7,060 3,821 13,613
F 電気・ガス・熱供給・水道業 1,927 43 206 222 1,160 70 114 112
G 情報通信業 7,280 110 103 1,574 4,255 243 618 377
H 運輸業，郵便業 27,158 6,660 3,423 1,781 8,590 3,009 860 2,835
I 卸売業，小売業 73,332 5,506 5,522 3,578 24,205 13,100 5,508 15,913
J 金融業，保険業 8,749 359 308 277 4,852 599 673 1,681
K 不動産業，物品賃貸業 11,203 628 530 390 3,998 1,315 1,189 3,153
L 学術研究，専門・技術サービス業 11,770 500 836 1,802 4,035 993 842 2,762
M 宿泊業，飲食サービス業 31,388 2,318 2,333 1,341 11,578 4,607 2,001 7,210
N 生活関連サービス業，娯楽業 12,765 795 775 713 4,403 1,955 1,081 3,043
O 教育，学習支援業 13,110 658 997 1,071 3,888 2,130 941 3,425
P 医療，福祉 80,792 7,770 5,628 5,507 19,765 14,357 7,475 20,290
Q 複合サービス事業 2,214 260 243 136 301 304 243 727
R サービス業(他に分類されないもの) 44,545 2,502 2,225 3,428 21,900 4,758 3,127 6,605

構成比(%)

A～R 全産業(S公務を除く) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
A～B 農林漁業 0.1 0.0 1.0 0.0 0.0 0.3 0 0.0
C～R 非農林漁業(S公務を除く) 99.9 100.0 99.0 100.0 100.0 99.7 100.0 100.0
C 鉱業，採石業，砂利採取業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0

D 建設業 7.3 6.6 7.7 11.2 5.0 8.5 6.7 8.6

E 製造業 13.4 13.6 27.6 23.5 6.3 11.8 12.5 15.2

F 電気・ガス・熱供給・水道業 0.5 0.1 0.6 0.7 0.9 0.1 0.4 0.1

G 情報通信業 1.8 0.3 0.3 4.7 3.3 0.4 2.0 0.4

H 運輸業，郵便業 6.6 18.9 9.4 5.3 6.7 5.0 2.8 3.2

I 卸売業，小売業 17.8 15.6 15.2 10.7 19.0 21.9 18.0 17.8

J 金融業，保険業 2.1 1.0 0.8 0.8 3.8 1.0 2.2 1.9
K 不動産業，物品賃貸業 2.7 1.8 1.5 1.2 3.1 2.2 3.9 3.5

L 学術研究，専門・技術サービス業 2.9 1.4 2.3 5.4 3.2 1.7 2.8 3.1

M 宿泊業，飲食サービス業 7.6 6.6 6.4 4.0 9.1 7.7 6.5 8.1
N 生活関連サービス業，娯楽業 3.1 2.3 2.1 2.1 3.5 3.3 3.5 3.4

O 教育，学習支援業 3.2 1.9 2.7 3.2 3.1 3.6 3.1 3.8

P 医療，福祉 19.6 22.1 15.5 16.5 15.5 24.0 24.5 22.7

Q 複合サービス事業 0.5 0.7 0.7 0.4 0.2 0.5 0.8 0.8

R サービス業(他に分類されないもの) 10.8 7.1 6.1 10.2 17.2 8.0 10.2 7.4

産業大分類
従業者数

 
 


